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評価項目の得点の合計を当該入札者の入札価
格で除して得た数値の最も高い者をもって、
落札者とする。ただし、落札者となるべき者
の入札価格によっては、その者により当該契
約の内容に適合した履行がなされないおそれ
があると認められるとき又はその者と契約を
締結することが公正な取引の秩序を乱すこと
となるおそれがあって著しく不適当であると
認められるときは、予定価格の制限の範囲内
の価格をもって入札した他の者のうち、得点
の合計を入札価格で除して得た数値の最も高
い者を当該契約の落札者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Naoki Terasawa Di‑

rector‑General of Wakayama River and

National Highway Office, Kinki Regional

Development Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 29

 Nature and quantity of the services to be

required : Wakayama River and National

Highway Office Telecommunication equip‑

ment maintenance 1 set

 Service period : From 1 April, 2018 th‑

rough 31 March, 2019

 Service place : 16, Nishimigiwacho, Wa‑

kayama‑Shi, Wakayama‑Ken and others

(Wakayama River and National Highway

Office and the jurisdiction)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Provision of services in Kinki

Area in terms of qualification for partici‑

pating in tenders by Ministry of Land,

Infrastructure, Transport and Tourism

(Single qualification for every ministry

and agency)

 have proven to have actually fulfilled

the service concerned or the service with

performance similar to that of the service

concerned

 not be under suspension of nomination

by Director‑General of Kinki Regional

Development Bureau from Time‑limit for

submission of certificate to Bid Opening

 acquire the electric certification in

case of using the Electric Bidding system

https://www.nyusatsu.geps.go.jp/OMP/

Accepter/

 not be the person that a gangster influ‑

ence management substantially or the

person who has exclusion request from

Ministry of Land, Infrastructure, Trans‑

port and Tourism is continuing state con‑

cerned

 Time‑limit for submission of certificate :

12 : 00 22 January, 2018

 Time‑limit for tender : 12 : 00 20 Febru‑

ary, 2018

 Contact point for the notice : Etsuko

Oogaki the Contract First Section, Finance

Division, Wakayama River and National

Highway Office, Kinki Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism 16, Nishi‑

migiwacho, Wakayama‑Shi, Wakayama‑

Ken, 6408227, Japan TEL 0734020261
ex. 224

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年 12 月 22 日
分任支出負担行為担当官 近畿地方整備局

紀南河川国道事務所長 水野 浩次
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 30
１ 調達内容
 品目分類番号 15、29
 調達件名及び数量
紀南河川国道事務所電気通信施設保守業務
一式（電子調達システム対象案件）

 調達案件の仕様等 入札説明書等による。
 履行期間 平成30年４月１日から平成31年
３月31日
 履行場所 和歌山県田辺市中万呂142 紀
南河川国道事務所管内
 入札方法 落札者の決定は、総合評価方式
をもって行うので、総合評価のための性能・
機能・技術能力等に関する書類を提出するこ
と。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の100分の８に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てた金額とする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の108分の100
に相当する金額を記載した入札書を提出する
こと。
原則として、当該入札の執行において入札
執行回数は２回を限度とする。
詳細は入札説明書による。

 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札を電子調達システムで行う
対象案件である。
なお、電子調達システムによりがたい場合
は、紙入札方式参加願を提出するものとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 平成28・29・30年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）の「役務の提供等」の
近畿又は東海・北陸地域の競争参加資格を有
する者であること。
なお、当該資格に係る申請については、「競
争参加者の資格に関する公示」（平成29年３月
31日付官報）に記載されている申請受付窓口
（近畿地方整備局総務部契約課ほか）にて随
時受け付けている。
 平成15年度以降に、下記２に示す機関
等が発注した、下記２に示す設備に係わ
る保守又は点検業務において、受注者として
業務を完了（平成30年３月31日までに完了見
込みを含む）し、その履行実績を証明したも
のであること。

なお、履行実績は建設業法上の建設工事の
うち、「電気工事」又は「電気通信工事」の施
工実績、製造実績をもって代えることが出来
る。
 発注機関等は次のからのいずれかに
該当する機関等とする。
 国の機関（事業団、特殊会社及び独立
行政法人及び特殊法人等改革基本法の対
象法人を含む）
 地方公共団体又は公共機関（災害対策
基本法第二条第五号に規定する指定公共
機関、第六号に規定する指定地方公共機
関）
 地方公社（地方住宅供給公社法（昭和
40年法律第124号）に基づく地方住宅供
給公社、地方道路公社法（昭和45年法律
第82号）に基づく地方道路公社、及び公
有地の拡大の推進に関する法律（昭和47
年法律第66号）に基づく土地開発公社又
は、地方公共団体の出資する公益法人そ
の他であって、その名称に「公社」の文
字が用いられるもの）
（上記からの機関が発注した業務の
場合は再委託でもよい。）
 民間企業
 公益法人（一般社団法人又は一般財団
法人に関する法律に基づき設立された一
般社団法人又は一般財団法人、及び公益
社団法人及び公益財団法人の認定等に関
する法律に基づき認定を受けた公益社団
法人又は公益財団法人。旧民法第34条の
規定により設立された社団法人又は財団
法人であって、平成20年12月１日現在、
現に存する法人であって、新制度の移行
の登記をしていない法人（特例社団法人
又は特例財団法人））

 対象設備は、本業務における特記仕様書
の履行対象施設のうちいずれか１つの点検
設備項目とする。なお、設備項目は「電気
通信施設点検基準（案）」によるものとする
が、同基準の個別点検における以下の項目
は除くものとする。
項目22 センサ、項目23 付属設備、項
目24 電子応用共通機器、項目35 負荷
設備、項目38 地下タンク設備及び項目
41 環境点検

 本業務の配置予定管理技術者は、平成30年
１月22日の時点で次のからのいずれか一
つの条件並びに契約締結時点でからの条
件を満すこと。なお、業務経験は、電気通信




		2017-12-21T14:50:59+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




